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［書評］
高堂俊禰著『経営労務の構造と展開』
（ミネルヴァ書房， 1988年3月刊）
堤 矩之
I 著者の研究姿勢と本書の主要な特徴
労務管理の研究は，一方では本質的・抽象的な研究レベルにしばしば立ち
戻って，研究方法を検討しなければならないとともに，他方では現実の労務
管理の展開について具体的分析を行わなければならないが，このような広範
な研究を進めることは，実際にはかなり困難である。このほど高堂俊禰教授
によって『経営労務の構造と展開』（ミネルヴァ書房）が刊行されたが，本
書は，方法論的研究から労務管理の現代的展開の具体的分析にわたる広範な
体系的研究に取りくみ，立派な成果をあげておられ，すぐれた体系的研究の
著作だといえよう。
教授は，本書を絹まれた研究構想を， 「あとがき」のなかで次のように述
べておられる。
「われわれは資本主義企業＝個別資本の運動の過程に現われる，資本一賃
労働関係に内包された矛盾の成熟にかかわらしめて「経営労務」の本質（構
造）を理解せんとする立場から，経営労務（論）の学問的存在理由を主張す
る。同時にわれわれは，このような労資関係の，もっとも具体的で歴史的な
発現形態としての経営現象を，現代企業における労務管理の展開の中で解明
することをも重視する。」 (pp.309~310) 
ここで教授は，第1に，社会科学としての経営学の立場から労務管理の研
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究方法を厳密に検討し， 労務管理の科学的分析を展開するという研究構想
を，述べておられる。すなわちわれわれは，具体的な経営現象としての労務
管理をとらえる場合に，労務管理制度の単なる硯象的記述や技術的解釈に走
るのではなく，本質的レベルにおける資本一賃労働関係での「経営労務」の
構造を解明し，そのことの上に立って労務管理を科学的に分析しなければな
らない，といわれる。
ここで経営労務とは，資本主義企業のもとでの資本一賃労働関係が織りな
す構造，つまり搾取関係と階級関係を中心にして，考えておられるようであ
る。教授が，このような経営労務の構造についての解明を踏まえて労務管理
を科学的に分析しなければならないといわれるとき，教授のとらえた労務管
理の性格は，単に搾取関係にかかわる労働能率増進方策というだけでなく，
対立的階級関係への対策という本質を含むものとなる。
だから高堂教授の労務管理論は際立った特色をもつこととなる。すなわち
教授は，搾取関係における役割だけでなく，労資関係の歴史的変遷とそのな
かで労務管理の果たした役割についても， 高い比重をおいて研究されてい
る。たとえば若千の章の表題をみても，第1章「労資関係の史的展開と経営
労務」，第3章「日本的労使関係の展開」であり， また第7章の原題も「合
理化の進展と労資関係」である。
また教授は，そのような独自の方法論的見地に立ってアメリカの近代的労
務管理の歴史的研究に踏みこまれ，テイラー・システムや人事管理の成立に
ついて独創的なすぐれた研究を展開している。
第2に，経営学が現実の企業経営の運動をとらえるもので，労務管理論は
その1部門であることから，教授は，現代企業における労務管理の展開を具
体的に研究することを， 研究構想におけるもう 1つの重点課題に据えられ
る。
ここでの主な研究対象は， 日本企業における労務管理の硯代的展開であ
り，とくに小集団主義管理（労働者の職場管理参加の問題をふくむ）を重点
としているが，なおメンクルヘルス対策，フレックスクイム制などの特殊問
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題も，扱われている。
いま日本企業は，マイクロエレクトロニクス技術革新の導入，小集団主義
管理の推進，協調的労資関係の強化などをおし進め，技術・労働・労資関係
の全体にわたって強力な体制をつくり上げ，発展を遂；げてきている。現代日
本の労務管理は， まさに日本企業の発展を支える根幹の役割を果たしてお
り，これについての理論的研究が社会的に求められている。
教授は，本書で， 日本企業における労務管理の現代的展開について，高度
成長期以降の各時期での発展・変化を克明に追跡し，系統的な研究をなし遂
げておられる。教授が労務管理の現代的展開についての具体的研究を重視
し， これに取りくんでこられたことは， 教授の労務管理の第2の特徴であ
り，本書がその系統的研究を集成して発表したことは学術的に有意義であ
る。
以下で本書の内容の紹介を行うが，評者の理解不足や誤解により不適切な
紹介や非礼を生じるやも知れず，その点はなにとぞお許し頂きたい。
本書の構成は次の通りである。
第1部 資本制生産の発展と経営労務の構造
1 労資関係の史的展開と経営労務
2 科学的管理法から人事管理へ
3 日本的労使関係の展開
4 経営労務の現代的課題
第2部経営労務の現代的展開
5 現代企業における労務管理の背景と基盤ーー合理化の進行と労務体制
の強化をめぐって一~
6 経営参加問題と「自主管理活動」
7 硯代合理化の諸特徴
8 現代企業における従業員対策ーーメンクルヘルスをめぐる若干の問題
点—――
補論1 初期の能率運動ー一大阪における展開を顧みて一一
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補論2 フレックスクイム制
I[ 第1部の概要
第2部が労務管理の現代的展開の分析に焦点を絞り，いわば現段階編であ
るのに対して，第1部は基礎理論編である。
このうち第1章はとりわけ原理論的な部分で，方法論研究もふくむもので
あり，先に紹介した教授の研究構想からすれば，労務管理（論）の基礎に位
置する経営労務（論）に関わる部分と思われる。これに対して第2章以下は
概ね労務管理の発展を整理しており，労務管理（論）を構成する部分と思わ
れる。ただ第3章は，多少ニュアンスを異にして， 日本的労使関係の変遷に
かなり重点をおいた研究であるが，ここでも教授は，日本企業における日本
的な資本一賃労働関係の構造とその変遷をまず分析し，その分析のなかで日
本企業の労務管理の発展を整理しているのであり，方法論的問題意識は共通
している。
第1章は，資本主義生産における資本一賃労働開係の成立と発展のなかで
資本主義企業の経営労務の構造が形成される必然性を考察し，以下の労務管
理研究のための方法論的立場を整理している。この章に，高堂説の労務管理
論の基礎がある。
資本主義生産は，生産手段の私的所有と労働力の商品化によって成立し，
資本主義企業のもとでの賃労働として行われる。ここで教授は，資本一賃労
働関係の厳密なとらえ方を重視され，その関係が，まず生産手段の所有と非
所有にもとづく支配・隷属関係を基礎にして，剰余価値の生産と取得のため
の搾取関係と， その矛盾をめぐる敵対的階級関係として存在する， とされ
る。
次に剰余価値生産方法を取りあげ，絶対的剰余価値生産，ついで相対的剰
余価値生産と順次考察し，剰余価値生産方法の発展が資本のもとへの労働の
従属を強めていることを，明確にされる。
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ここで管理問題に考察を移され，集団労働における指揮機能と作業機能の
機能分担は，資本主義企業の資本一賃労働関係のなかでは，精神労働と肉体
労働の非人間的・敵対的な分業として進行し，その階層的分業は上述の剰余
価値生産方法の発展とともに拡大する，といわれる。そして資本の指揮機能
は，社会的労働過程における「指揮一般の機能」であるとともに，剰余価値
生産のための「搾取の機能」と敵対的階級関係についての「抑圧の機能」で
あり，資本の賃労働に対する指揮機能のこのような本質が， 「資本主義企業
における労務対策一般の歴史的・論理的起点をなす」 (p.9)，と主張される。
つづいて経営労務の史的展開の考察に移り，資本主義の発展段階に照応し
た労資関係の変遷と経営労務の成立•発展をみている。
まず産業資本主義期では，搾取関係では近代的工場制度の諸矛盾を労働側
にもたらし，労資関係では労働運動が台頭して対立関係が強まり，資本側は
労働保護立法などの譲歩も余儀なくされた。アメリカではその動きがアメリ
力的特質をもって現われた。南北戦争後のアメリカ資本主義は，労働力不足
経済のため大量生産休制を先行的に導入し，また移民労働力を流入させた。
ここで旧移民の熟練労働者は自己防衛のため排他的な組織づくりに走り，ァ
メリカ労働総同盟を結成して資本と対抗し，熟練工の自律性を基盤にして組
織的怠業などを行った。このような労資関係の対立状況が，独占への移行期
において資本の直面した労務問題であった，といわれる。
次に独占資本主義期において経営労務が成立．．発展したことが，取り上げ
られる。まず独占成立期に資本が上記のような労資関係の対立を打破するた
めに科学的管理法を導入したことが分析され，ついで人事管理の成立が研究
されるが，実は科学的管理法と人事管理は，第2章でより詳細にそして独創
的な見地から研究されているので，われわれも第2章に目を移したい。また
その後に登場したヒューマン・リレーションズと経営参加制度も，改めて第
4章で詳述されているので，それらの紹介も第4章に譲りたい。
しかし本章が原理論的な章であることから，幾つかの基礎的な理論問題が
扱われており，その点が留意されなければならない。第1は資本主義的「合
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理化」の概念の分析であり (pp.17~18)，その概念は独占資本主義期の経営
労務についての重要な基礎理論をなしている。第2は近代株式会社について
の「資本と経営の分離」論への批判であり (pp.23~25)，この修正資本主義
の理論は，労働者の経営参加制度が標榜する「経営民主化」論と密接に関わ
っているものである。第3は故藤林敬三教授の「二元的労使関係論」への批
判であり (pp.25~26)，この理論は労働者の経営参加制度を正当化するため
の代表的理論である。教授はこれらについて的確な検討を加えている。
次に第2章は，科学的管理法（テイラー・システム）と人事管理を取り上
げ，いわゆる近代的労務管理の段階を研究している。本章は，第1章の打ち
出した研究方法に立って，アメリカにおける近代的労務管理の成立過程につ
いて独創的な分析を展開した章であり，その意味で本書の白眉をなしている
ともいえよう。
まず科学的管理法は，独占成立期の資本の労務政策を総体的に分析するな
かで研究されている。前章で触れたように独占への移行期の労資関係では，
熟練労働者層が排他的な組織づくりによってアメリカ労働総同盟を結成し，
生産現場を事実上掌握していた。だが独占成立期には資本は，地方別，産業
別，そして全国レベルの経営者団体を結成して「組合主義一般に対する撲減
運動」に乗りだした。
教授によれば，当時の資本の労務政策は次の 3つに分類される (pp.45~ 
46)。第1は直接攻撃的な抑圧方策で， オープン・ショップ運動の名のもと
に使用された極めて悪辣な諸方法である。第2は鞭に対する飴の政策として
の労資協調政策であり， 具体的には企業内福利厚生の採用と， 従業員代表
制・会社組合の導入であるが，これらは組合否認の上に立った協調政策なの
である。第3は資本合理的な生産政策の推進であり，この役割を科学的管理
法が担ったのである。
このように科学的管理法は，独占成立期における資本の専制的労務政策の
一礫として登場したものである。だから科学的管理法は，労働能率増進とと
もに対立的労資開係の打破という目的を持つ生産政策であった。事実作業標
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準化は， 技術的合理化であるとともに労働者の熟練を分解するものであり
(p.51)，管理と作業の分化は近代的管理体制を成立させたとともに，「労働
者のイニシアティプを経営＝資本の側に」集中して支配体制を強化するもの
であった (p.48)，とされる。
科学的管理法について，それが熟練機械工への合理化であることはすでに
広く慰められているが，しかし教授は，独占成立期の資本の労務政策の総体
を分析し，そのなかで科学的管理法の意義と役割をいっそう明確にするとい
う独自的な研究を行い，科学的管理の研究を前進させておられる。
次に人事管理が取り上げられ，その歴史的研究と学説的研究がなされる。
まず歴史的研究では，次のような発展段階区分にもとづいて，人事管理の
発展史が究明される。先駆的形態の登場期＝1900年ごろの初期形態の福利厚
生。成立期＝1910年代に第1次大戦下の労働移動と労働運動を契機にした人
事管理の成立。発展前期＝1920年代での普及，しかし恩情主義的な福利厚生
と従業員代表制と結合していた。発展後期＝1930年代と戦時体制下における
人事管理の洗練化およびヒューマン・リレーションズと労働組合関係管理の
展開。拡充期＝第2次大戦後の技術革新下におけるモラール管理の発展。
この歴史的研究の主な特徴をみると，教授は，第1に20世紀初頭の福利厚
生活動の登場にいち早く着目し，これを先駆的形態として明示されており，
そのような把握は，先に述べた独占成立期の資本の労務政策についての総体
的分析から導き出されている。第2に今世紀初頭から第2次大戦後までの人
事管理の発展史を系統的に研究され，しかも克明な文献史的研究までされた
ことである。
学説的研究では，各時期の代表的学説についてそれぞれの意義と問題点を
検討される。 すなわち 0. ティードと H. メトカーフは労働科学的な人事
管理を体系化し， D. ヨーダーは人事管理と労資関係管理とを総合したもの
として整理し， P. ピゴーズと C.A.マイヤーズは人間関係論的アプローチ
に立った理論形成を行ったが，これらの意義を評価しつつ，しかし彼らが共
通に社会科学的視点からの労務管理の本質把握について弱点を持っているこ
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とを，批判される。
さて第3章は，戦後日本の大企業における日本的な年功的労使関係の変遷
と，そのなかでの労務管理の変化について，論述している。
年功的労使関係は，第1次世界大戦後に大企業で形成されたもので，永年
雇用慣行による労働市場の企業別分断，内部昇進・昇給での年功制，そして
企業別組合による労働組合の企業別分断を，特徴としている。
教授によれば，戦後の変遷における第1の焦点は，年功的労使関係の諸制
度に対する労資の主導権をめぐってであった。すなわち第I期＝敗戦・混乱
期には，労働組合の強大な規制力によって，永年雇用慣行と年功賃金はいわ
ば生活権優位のものに硬直化させられた。そこで第1[期＝デフレ合理化期に
は，企業は人員整理と労働組合の分裂・再編の方策を進め，この変化が上か
らの年功的労使関係再建の足場となり，第皿期＝技術革新期の初期には，日
本的定昇制度の再編・強化が進められた。
戦後の変遷の第2の焦点は，労務管理の現代的再編をめぐってであり，と
くに年功制の能力主義的再編と労働者の経営参加の強化を軸としている。第
w期＝高度成長期には，ヒューマン・リレーションズと労使協議制による労
使協力関係の強化が図られた。第V期＝資本自由化期には，能力主義人事管
理と小集団主義管理が導入されたが，それらは年功制を利用した日本的な労
務支配休制を再編するものであって解体させるものではない，と論断され
(p. 132)， 第V1期＝低成長期には，労働者の経営参加制度がいっそう強めら
れ，企業防衛イデオロギーが浸透し，運命共同休的労資関係が形成された，
といわれる。
第4章は，現代企業の労務管理が標榜している経営の「人間化」と「民主
化」について，批判的考察を行っている。
本章は， 最初にヒューマン・リレーションズを取りあげ， それを経営の
「人間化」政策とみる考え方を皮相的理解であると，まず批判する。 HRは，
技術的側面では，人間相互の意志疎通の技術であり，人間的な理解と融和を
実硯するかのようであるが，しかしその本質を正しくとらえるためには，社
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会的・歴史的な背景と役割をもふくめて科学的に分析しなければならない，
と本書は述べ，正しい研究視点の必要性も強調する。
そしてホーソン実験の経過や HRの理論ならびに技術について詳述した
後， HRの歴史的意義を次のように明確化する。
HRの歴史的背景をみると， 1920年代には大量生産工場での労働疎外によ
る矛盾が深まり， 30年代では29年恐慌を契機にしてアメリカ資本主義の矛盾
が表面化し，同時に労働運動が高揚した。 このとき HRは， このような経
済矛盾の深化と関わって登場しており， 1つには恐慌合理化の方策であり，
また 2つには労資関係において労働者の階級意識を稀薄化させ，労資協力関
係を強化する方策であった，と述べている。
本書は次に産業民主主義を検討し，それが真の経営の民主化とは程遠いこ
とを指摘して，経済民主主義と結合して進められるべきことなどを主張して
いる。
最初に1920年代の産業民主主義が検討される。テイラー・システム批判を
契機にして，従業員代表制・会社組合と企業内福利厚生制度が産業民主主義
の外被をまとって登場するが，それは，労働組合を否定し，温情主義で労働
者を帰属化させるものであった。
次に戦後日本の経営協議会制度が検討される。それは労働組合の生産管理
闘争を解休させるために導入され，経営•生産事項に関する組合の下からの
統制力を排除すること，そして‘‘生産面での協力，分配面での交渉”という
二元的労使関係論に立って，労資協力関係を形成するものであった。
両者に共通するものは， 労働組合の下からの介入・規制についての抑制
と，企業側の経営権の優位である。そこで著者は，真の経営民主化を実硯す
るために，次の2つの課題を提起する。すなわち労働組合による経営権への
下からの介入・規制の強化と，大企業に対する社会的な民主的規制の強化で
ある。
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皿第2部の概要
第2部は，硯代日本企業における経営労務の硯代的展開について，系統的
研究を行っている。その研究内容は，小集団主義管理を中心にしているが，
なおマイクロエレクトロニクス技術革新下で登場したメンタルヘルスなどの
特殊問題もふくんでいる。
まず第5章は， 1960年代中葉に目標管理と ZD運動という新方式の労務
管理が登場したことを，考察している。
衆知のように，これらは行動科学的労務管理といわれるもので，この理論
によれば，労働者は自主的な欲求・意志をもった存在で，最高の欲求は労働
への欲求であるとされ，そこで労務管理の新技法として，労働の「人間化」
を標榜して，職務再設計，目標管理，小集団主義管理，能力の自主開発など
を導入している。しかし著者の基本的な問題意識は，行動科学的労務管理を
技術的側面のみでとらえるのではなく，経済的な背景と役割を含めて科学的
に分析するということにある。
著者によれば， 高度成長の矛盾は 60年代中葉に経済的危機となって硯わ
れ，一方では巨額の固定資本の重圧，陳腐化の加速化などの圧力からいっそ
うの「合理化」を迫られ，他方で労働運動を抑制し労資関係の協調的安定化
を図るために，行動科学的労務管理が導入されたのである。すなわち行動科
学的労務管理は，労働者の内面的労働意志・意欲まで資本の生産力に転化さ
せるとともに，労働者の意識を企業に統合して協調的労資関係を強化するも
のである。
まず目標管理は， 日本には1964年に導入され，管理者・監督者層，ホワイ
トカラー層がその適用対象であり， 間接部門の合理化のために導入された
(pp.177~181)。その手法の特徴は，重課主義（能力を越える高い目標の設
定）， 自己統制による経営， そして上位者によるモティベーション重視のリ
ーダーシップである。
ZD運動は， 日本には 1965年に導入され， 一般労働者が適用対象である
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(p.181)。すでに日本企業は1962年に日本独自の手法として QCサークル
活動（品質管理を職場労働者集団単位の小集団主義管理として進める手法）
を導入していたが， ZD運動は改善課題を品質面から仕事のミス全般に拡
げ，しかも不良率を認めない厳しい無欠点運動である。 ZD運動は，職場で
は労働者小集団の自主的運動の形式を装うが，実際は全社的規模で推進体制
をつくり， トップーダウン方式で上からの推進と動機づけを行う管理運動で
ある (pp.183~185)。
次に第6章は，小集団主義管理の役割を経営参加制度の面において検討し
ている。なぜなら小集団主義管理は，モラール・アップによる新しい労働能
率増進方策であるとともに，職場レベルにおける意志決定参加の制度でもあ
るからである。
本章は，まず戦後の経営参加制度の変遷を概観しているが，ここでの論点
はすでに第4章]I節で整理されている。すなわち企業側の経営参加論では，
労働組合の下からの介入・規制についての抑制と，企業側の経営権の優位を
軸としており，これに対して著者の主張の重点は，労働組合による経営権へ
の下からの介入・規制を強化すること，および経済民主主義によって大企業
に対する民主的規制を強化すること，にある。以上のことを基準にして，分
析が進められる。
さて小集団主義管理は，職場管理の一定の事項について職場労働者集団に
自主的な決定権を駆めるところの職場参加である。従来の労働組合代表によ
る経営参加と比較すると，それは，企業レベルでの組合代表による間接参加
の制度に対して，戦場レベルでの労働者（必ずしも組合員としてではない）
による直接参加の方式であり，形式の上では，経営の民主化と職場の労働の
人間化を結ぴつけ，ともに前進させたかのような現象を示している。
しかし教授は，日本鉄鋼業の「自主管理運動」についての実態分析によっ
て，批判を加えられる。鉄鋼業界は， QC活動を1963年ごろから，そしてそ
の後に ZD運動を，それぞれ導入し， 69年に日本鉄鋼連盟に自主管理活動委
員会を設置したとき，これらを自主管理運動と総称した。
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ところで自主管理運動の導入に先行して，近代的管理体制が確立された。
すなわち連続一貫工程の大量生産工場化に対応して， ライン・アンド・スク
ッフ組織と作業長制度が導入され，前者による集中管理休制の確立と後者に
よる職場管理の強化が進められた。そしてこの組織改革が自主管理運動の導
入条件となっている。自主管理運動は，職場では自主的な形式をとるが，実
はライン・アンド・スクッフ組織と作業長制度による上からの推進体制のも
とで進められた管理運動である。また労資関係面では，労働組合はすでに作
業長制度による職場管理の強化のもとで職場から後退し， 弱休化していた
が，いまや労働者は，自主管理運動方式の職場参加によって，組合抜きで直
接的に企業に統合させられ，運命共同体的労資関係のなかに統合された，と
批判されている。
なお自主管理運動は本質的には「両刃の剣」で，未来における真の労働者
自主管理のための物質的土台をも醸成していることが指摘されているが (p.
216)，この点も興味深い評価である。
さて第7章は，硯代合理化，すなわち70年代以降の現段階における合理化
について，総括的な分析を行っており，その意味では第2編の研究の集約点
ともいえよう。
本章は，まず戦後の階級構成の変化についての考察から始まる。日本経済
の高度成長の結果，労働者階級の比重が1960年に過半数をこえ， 75年には3
分の2に迫っている。このような階級構成の根本的変化は，経営労務におい
て労資関係対策が基本的な重要性をもつというあり方を生み出さざるを得な
い。
そこでまず労働者階級の分断政策が導入され，上層部には労働貴族部分を
培養し，一般労働者では本工のほかに臨時エ・パートクイマー・下請工など
も組み入れ，階層的分断が図られた。また企業の労務政策は，・労資関係対策
を重点にして，以下で述べるような展開を示す，と述べられる。このように
硯代日本の資本一賃労働関係をとらえるなかで経営労務を分析されるところ
に，教授の研究方法の特徴が窺える。
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ところで日本企業は，すでに高度成長期にヒューマン・リレーションズと
労使協議制によって労資協力を図っていたが，しかし70年代に入ると戦後最
大の経済危機としての構造不況に直面し，より強力な労務政策を展開しなけ
ればならなかった，といわれる。
その政策の第1は，企業防衛のイデオロギー攻勢であり， 「労資運命共同
休論」もその一端である。これに呼応して，労働戦線は労資協力路線での右
翼的統一を進め，「賃上げ自粛論」も提唱している。
第2は，このイデオロギーを培養するような労働者管理制度の展開であ
る。ここではまず行動科学的なモラール管理が役割を担い， 70年代の小集団
主義管理の手法はいっそう洗練され，またこれと結びついて全員参画経営の
思想が強調された。また労資関係管理でも，全員参画経営の思想に立った経
営参加の新しい進展がみられた。
第3は，徹底的な減量経営の合理化である。企業は，企業防衛のための労
資協力休制のもとで，中高年層の本工を中心とした本格的雇用調整を強力に
推進している，と述べている。
ついで第8章は，マイクロエレクトロニクス技術革新段階における労働力
保全に関する新しい人事管理問題，すなわちメンクルヘルス対策を，考察し
ている。
ME技術革新は人間の感覚・神経・頭脳などの知的制御機能に代替する
ような新しい機械化を進めているが， 労働者が資本主義企業の ME技術体
系のもとに「支配され隷属させられることによって」，精神的疲労と新たな
健康障害が増大している，といわれている。そこで本章は，まず電機労連の
調査報告書を検討し，電機産業労働者において最近その傾向が進行している
ことを，実証している。
次に企業側のメンクルヘルス対策の硯状について，日産自動車をはじめと
する各社の状況と労務行政研究所の調査報告書を検討し，企業がメンクルヘ
ルス問題に関心を高め，対策を強めつつあることを，示している。
しかし企業側のメンクルヘルス対策が，労働者のストレスに対する耐性を
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増大させる方策など，いわゆる人的条件の問題に重点を傾けており，機械設
備の物的条件や定員・労働負担などの労働条件に関する考恵を軽視している
ことを，明確化している。教授は，こうしたとらえ方を「心因説」と呼ぴ，
まさに資本の論理にもとづく安全衛生管理の体質であることを厳しく批判さ
れる。
なお本書には補論2篇が附されており，興味ある特殊研究を行っている。
補論Iは，第1次大戦後の大阪における初期の能率運動について研究して
いる。
この初期の能率運動が登場した背景は， 1916年の工場法施行によって経営
姿勢の転換を迫られたこと，また 1次大戦後の戦後不況によって合理化を求
められたこと，にあった。教授の研究によれば，中山太陽堂，福助足袋など
が科学的管理法の導入を中心にした能率運動を展開し，そのなかで1922年に
大阪能率研究会（現在の大阪能率協会の前身）も発足している。
しかし 1次大戦後の同じ時期に， 日本企業は，低賃金・過剰労働力を基盤
に終身雇用制と年功賃金を柱にして日本的経営の構造を確立し，経営家族主
義という日本的な共同体意識を重視した経営を推進していた。そこで当時の
日本企業では，科学的管理は単に不況合理化の技術的方策として導入された
に留まり，近代的管理の礎石として根付くことはなかった。本章はこのよう
に述べて，初期の能率運動の日本的な特質と限界を指摘している。
また補論Ilは，フレックスタイム制を考察している。これは勤務時間の自
由選択制度であり， 70年代以降に労働の人間化の観点から一定の企業で導入
されたもので，極めて現代的な制度である。
本章は，まずこの制度の導入の背景と意義について検討している。その第
1は，通勤難の緩和策としての勤務時間の自由選択であったが，本制度の効
果は，通勤難対策だけでなく，労働のモラール・アップの面にもみられた。
第2は，職場での労働疎外などから生じたアプセンティーズム（就労忌避）
への対策としてである。 しかし労働疎外状況の解決抜きでの本制度の導入
は，問題の回避でしかない。また本制度の適用が疎外状況のより厳しい生産
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現場の労働者の場合に逆に困難だということも，問題である。節3は，労働
時間短縮への国際的動向のなかで，労働環境そのものの人間化へ踏み込むた
めの政策としてである。そのことは，一定の意義をもつとしても，第2の場
合に示された根本問題にまた突き当たることとなる。
最後に著者は，本制度の問題点を次のように整理される。第1は，日本的
適用にみられる歪曲である。本制度は，国際的には労働時間短縮のもとで労
働の人間化の一端を担う方策として登場したが， 日本では，むしろ過大な超
勤時間を合法的にはめこむ方策として導入され，労働時間短縮への途を閉ざ
す傾向がある。
第2は，本制度が労働の人間化の見地から登場したにも関わらず，労働疎
外状況のより深刻な生産現場の労働者に対して逆に適用が困難だということ
である。そして本制度がホワイトカラー層中心に導入されれば，プルーカラ
一層の不満はいっそう高まらざるを得ない，と批判される。
W 本書の意義
本書は，労務管理の研究方法の解明，アメリカ労務管理発展史の考察，現
代日本の労務管理の分析など，広範な分野にわたる体系的な研究をまとめた
ものである。そして Iで触れたように，この体系的な研究書を特色づけてい
るものは，一方では厳密な研究方法に立って具体的諸問題に対して科学的な
分析を加え，すぐれた成果を示されていることであり，また他方では労務管
理の現代的展開に常に注目し，新しい問題についての研究を取り上げておら
れることである。 それだけに本書の意義は， 多くの研究分野に関わってい
る。
第1は，第1章で扱われた労務管理の研究方法についての分析である。第
1章でみたように教授は， 現実のレベルにおける労務管理の役割を， 抽象
的•本質的レペルでみた資本一賃労働関係においてとらえられる経営労務の
本質から解明すべきであると考え，資本一賃労働関係は，生産手段の所有・
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非所有にもとづく支配・隷属襲係を基礎にして成立し，剰余価値の生産と取
得のための搾取関係とその矛盾をめぐる対抗的階級関係を内容としている，
と整理される (p.3)。そして資本の賃労働に対する指揮機能の本質は，社会
的労働過程の指揮一般の機能であるとともに，剰余価値生産のための搾取機
能と対抗的階級関係に対する抑圧機能であり，このような本質規定から労務
管理の基本的性格を把握すべきである，と述べられる (p.9)。
高堂教授の分析の後半部分，すなわち資本の賃労働の指揮機能のもつ「搾
取・抑圧機能」という本質に労務管理の基本的性格を把握することは，木元
進一郎教授（明治大学）の見解（通常「搾取・抑圧説」と呼ばれる）と同じ
であり， そして木元説は一般に労務管理方法論争の到達点とみなされてい
る。
しかし，以下は評者の個人的解釈であるが，労務管理の搾取・抑圧機能が
どのような社会関係のなかで機能しているとみるか，とくに抑圧機能がどれ
程の範囲の階級閲係に対して対抗し作用しているとみるかについては，両教
授の間に徴妙な差が感じられる。
高堂教授は，上記の前半部分において，資本制生産における資本一賃労働
開係一般について厳密な分析を行い， そこに対抗的階級関係をとらえてお
り，資本の賃労働に対する抑圧機能はこれに向けられている。この階級関係
における賃労働者とは，総労働としての社会的連帯をもった労働者（階級）
であり，経営労働者をとらえる場合にも総労働との連帯関係において把握さ
れている。労働者は，個別資本の支配から独立して労働組合を組織し，社会
的に連帯したときに，始めて資本への対抗力をもつからである。
高堂教授は，労務管理の抑圧機能を，このような社会的スケールをもった
対抗的階級関係のなかで作用するものとして， とらえられているようであ
る。そのことは，後で触れるように，科学的管理法の研究や産業民主主義論
批判の研究などに，鮮明に示されている。 （これらの問題について木元教授
の研究は，企業内の対抗関係の分析にかなり重点をおいておられるようであ
る。もちろん両教授の基本的立場は共通しているが。）
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こうして高堂教授は，労務管理の基本的性格については木元説と同じ立場
に立ちつつも，•しかし労務管理の機能がどの範囲の資本一賃労働関係，階級
関係のなかで作用し，どのような社会的役割を果たすかを分析する場合に，
その研究の構図あるいは枠組をいっそう明確にされた，といえよう。
これと対照的な構図は，副田満輝教授によってとらえられている。教授に
よれば， 「労働経済論が総資本の場における賃労働を考察するのにたいし，
経営労務論は個別資本に包摂されたそれを考察しようとする」とされ，ここ
では個別資本に包摂された賃労働としてとらえられている。また「労働経済
論は労働者または労働組合の主体化または自主化をねらいとして発足してい
る」が，経営労務論が「取り扱う側面は，個別資本に包摂された労働とそれ
をめぐる問題であって，ここでの主体は資本であり」と，対照させておられ
る（副田満輝『経営労務論研究』ミネルヴァ書房， 1977年， pp.15~16)。高
堂教授と副田教授の経営労務論の構図は，極めて対照的である。
なお高堂教授が，このように労資関係についての明確な視野のなかで労務
管理の研究を進められたことには，イギリス，アメリカ，日本の労働運動史
についての教授の造詣の深さが基礎をなしていると思われる。
教授の研究方法の意義についての説明が多少長くなったが，しかしこの研
究方法こそが以下の諸研究の礎石をなしているのである。
さて第2の意義は， 科学的管理の研究における独創的分析にある。教授
は，いうなればミッドベール製鋼の機械工場における科学的管理法の導入だ
けに，分析の視野を限定しなかった。むしろ教授は，独占への移行期におけ
る労資関係の状況を全面的に分析し，そして独占成立期に出された資本の労
務政策をトークルな形で検討し，それを，①労働組合撲減のための直接攻撃
的な抑圧政策，R組合否定の思想に立った労資協調政策，⑧資本合理的な生
産政策，という広範なものとしてとらえ，科学的管理法をその一部としての
生産政策において位置づけられた (pp.45~47)。このような研究が，教授の
独自的な研究方法にもとづくものであることは明らかである。そしてこの研
究がすでに1965年に発表されたことは，わが国における先駆的研究という意
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義を示している。たとえば平尾武久教授（札幌大学）の『アメリカ労務管理
の史的構造』（千倉書房， 1984年）も， 独占成立期の資本の労務政策全体の
なかに科学的管理法を位置づけて分析されたが，平尾教授の研究は高堂教授
の研究を継承したものといえよう。
第3の意義は，アメリカ人事管理発展史の研究についてみられる。
この研究の特徴を2点に整理して挙げると， 1つには，これまでわが国で
のアメリカ人事管理成立史の研究は1910年代ないし20年代を焦点としていた
が，高堂教授は， 20世紀初頭での福利厚生の初期形態の導入を先駆的形態の
登場期として位置づけ，これに一定の重要性を与えられている。このような
研究は，先述の独占成立期の資本の労務政策の全面的な分析から導き出され
た産物であり， 1968年に発表されたわが国での先駆的な研究である。この研
究も，現在伊藤健市助教授（大阪産業大学）によるアメリカ企業内福利厚生
制度の歴史的研究に継承されている。
また2つには，教授が，アメリカ人事管理発展史について， 20世紀初頭か
ら第2次大戦後にいたるまでの期間にわたって系統的に研究され，文献史的
研究もまとめられたことである。
第4の意義は，現代日本企業における労務管理の現代的展開について体系
的な研究を行われたということにある。このことは，教授が労務管理に対し
て本質的・科学的分析の基本的立場を堅持されながらも，企業経営の現実の
運動に即して絶えず綿密な分析を加えておられることに由来している。さて
この領域の研究も， 2つの重点分野に分けて考えられる。
その 1は，小集団主義管理を中心にして労務管理の現代的展開を体系的に
研究されたことである。小集団主義管理は，行動科学的労務管理の一部であ
り，労務管理の現代的方法を代表している。そして日本企業は，集団主義的
経営を特質としていることから，小集団主義管理を積極的に導入している。
そこで教授は，現代日本企業に焦点をおいて小集団主義管理の研究を進めて
おられる。 まず第5章は， 目標管理制度と並んで ZD運動を取りあげ，後
者の小集団主義管理制度としての意義と問題点を検討される。第6章は，経
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営参加制度の側面から，小集団主義管理の職場参加としての役割を分析され
る。最後に第7章は，労働者階級が3分の2を占めるにいたった70年代の階
級構造のなかで企業側の中心的な労務政策として位置づけられている小集団
主義管理の意義が，考察されている。このように教授は，小集団主義管理を
さまざまな角度から体系的に分析しておられる。
その2は，労働者の経営参加について一定の系統的研究が行われているこ
とである。第4章1I節では産業民主主義が検討され，第6章では経営参加問
題が考察されている。もちろん労働者の経営参加については多くの研究書が
あり，本書はこの問題を研究の一部として扱うことに留めており，他の経営
参加問題専門の研究書と単純に比較することは適当でない。しかし著者の積
極的主張として印象深い点は，経営民主化を経済民主主義と統一させてとら
えることの重要性を強調し，その立場から理論展開を行なわれていることで
ある。経済民主主義の問題は，労働経済論や経済政策論などではかなり取り
上げられているが，経営学分野における経営参加制度の研究では余り組み入
れられていないようである（たとえば， 木元進一郎『労働組合の「経営参
加」』（森山書店， 1972年），同編著『労使関係論』（日本評論社， 1976年）を
参照）。それゆえ著者の理論展開には， 独自性が窺える。 またこの分野の研
究論文であって本書に未収録のものとして，たとえば，高堂俊禰•島弘編著
『現代「合理化」と労務管理』の終章「現代合理化と労働者・労働組合の課
題」などがある。
第5の意義は，現代企業におけるメンタルヘルス対策やフレックスクイム
制などの最新の問題についての研究がなされていることである。これらの問
題は極めて新しい事象であるだけに，実務的解説用のものを除けば，研究論
文はまだ余り見当たらず，本書の研究は，これらの問題についての一般の研
究に貢献すると考えられる。
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V 若干の質問とまとめ
最後に若千の質問を出させて頂くと，次の通りである。
第1は，教授の経営労務（論）の具体的内容についてである。 I節に引用
された本書の「あとがき」のなかで，教授は，本質的レベルでの資本一賃労
働関係にかかわらしめて経営労務（論）の構造を把握し，それの具体的・歴
史的な発硯形態として，経営硯象レベルにおける労務管理（論）の展開をと
らえたい，と述ぺておられる。そして教授が，第1章で労務管理の研究方法
を綿密な理論構成でもって展開されるとき，その背後に上記の基本構想が置
かれていることが，われわれにも強く感じられる。しかし残念ながら，本書
では教授の経営労務（論）の内容は，具体的には語られていない。改めてこ
の問題にかんする教授の御研究が発表されることを期待したい。
第2は， 20世紀における資本主義の発展段階区分に，資本主義の全般的危
機の規定が使用されていることである。しかし資本主義の全般的危機論を再
検討しようとする動きはごく最近のことであり，本書を構成する諸論文が執
筆された時点では，この理論は広く受け入れられていたことから，この質問
は卿か酷である。
もちろんここでの課題は，独占資本主義の発展段階に応じた資本主義の矛
盾の深まりを内容的に明確にすることにある以上，全般的危機の規定の有無
によって本書の研究の意義が大きく揺らぐものではない。ただ本書が，労務
管理の発展の契機や条件を資本主義の危機においてとらえ過ぎてはいない
か，あるしヽは生産力の発展の作用がもっと考慮されるべきではないか，とい
う問題は残るであろう。
第3は，第3章において日本大企業の労資関係の原型を年功的労資関係と
してとらえられたことである。確かに日本大企業の本工労働者にはこの特質
がみられ，そしてこの概念は一般に受け入れられている。しかし日本の大企
業労働者は， 本工ないし正社員のほかに， 臨時エ， パートクイマーをふく
み，さらに名目上は下請企業に雇用されながら実質的には大企業の支配下に
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あるような下請エ・社外エ・派遣労働者なども，何らか関連をもった位置づ
けを要するといえよう。このように日本の労働者が重層的構成を特徴として
いることから，日本大企業の労資関係の概念規定は，若干の再検討を必要と
しているのではないか，と思われる。
非礼を顧みず若干の質問を出させて頂いたが，むしろ評者としては，本書
に教示された点が多々あり，そのことを心から教授に感謝したい。
